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資料２ 
令和６年１２月５日 

 

 

議会改革特別委員会 報酬部会 

部会長 稲葉 義仁 

 

 

 

議会改革特別委員会 報酬部会 報告書 

 

 

本部会は令和６年７月９日に設置され、議員報酬のあり方等について協議を 

行った。その結果は以下の通りである。 

 

記 

 

１ 設置経過 

（１）本部会は令和６年７月９日開催された議会改革特別委員会において、議 

  員報酬のあり方等について協議するために設置された。 

（２）本部会の委員として次の６名が選任された。 

稲葉義仁(部会長)、楠山節雄、西塚孝男、須佐衛、内山愼一、定居利子 

 

２ 協議事項 

議員報酬等のあり方について 

 

３ 協議状況(経過) 

日程 会議名 協議内容 

令和６年 

７月９日(火) 

議会改革 

特別委員会 

協議の方向性の整理 

議員報酬について 

令和６年 

８月７日(木) 
報酬部会 議員報酬について 

令和６年 

９月３日(火) 

議会改革 

特別委員会 

協議の方向性の整理 

日程の確認 

令和６年 

９月２５日(水) 
報酬部会 

議員報酬について 

報告書(案)のとりまとめ 
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令和６年 

１１月８日(金) 
報酬部会 報告書(案)の確認・修正 

令和６年 

１１月１９日（火） 

議会改革 

特別委員会 
報告書(案)の確認 

 

４ 協議結果 

■様々な論点はあるものの議長、副議長、委員長及び議員の各報酬について 

まずは平成１５年の議員報酬削減前の水準(例：議員報酬においては２１ 

０，０００円)まで引き上げることが妥当と考える。 

■同年の引き下げ以降、見直しがされていない町長、副町長及び教育長の給 

与についても同様に考えることが望ましい。 

■上記２点について、その妥当性について審議いただくため、本報告書を付 

した上で町当局に対して東伊豆町特別職報酬等審議会の開催を求めること 

としたい。 

※議員定数の問題については、報酬審議会での審議結果及び東伊豆町の 

おかれている状況等も要素に加えながら協議検討を行っていく。 

■今後は「議員に求められる活動」の明確化・具体化を議論の基盤とし、原 

 価方式の基準による議員報酬の算出等、適正な議員活動と議員報酬のあり 

方の両面から継続して協議を行っていく。 

 

【当町の議員報酬の現状(詳細は「５ 参考資料」参照)】 

・当町では２７．６％にとどまっている首長の月額給与に対する議員報酬の 

 割合について、令和６年７月の全国町村議長会の決議ではこれを市議会議 

員と同水準の４７％を目指すとしている。仮に同水準で計算すると議員報 

酬は２８６，２３０円となり、現行水準から＋１１８，２３０円、率にし 

ておよそ１７０％の増となる。 

・当町においては平成１５年４月より当時２１０，０００円であった議員 

報酬を２０％減額し１６８，０００円とした経緯がある。当時の社会情勢 

を鑑み２年間の時限的措置として対処したものであったが、結果として 

その後報酬の水準が見直されることなく現在に至っている。なお、これは 

町長をはじめとする特別職の給与についても同様で、平成１５年の削減 

以降、見直しは行われていない。 

・当町の議員報酬月額１６８，０００円は近隣の１市５町と比較しても南伊 

豆町と並んで最低水準であり、これは対象を県内町村に広げても同様。ち 

なみに県内町村の議員報酬の平均は２１１，７５０円であり、当町の水準 

と比較して＋４３，７５０円、率にして１２６％となっている。 
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・人口１万から１万５千人規模の類似地方自治体１５９団体における議員報 

酬の平均は２２６，１３８円であり、当町の１６８，０００円は１５９団 

体中１５７位の水準である。ちなみに町村長の給料は平均で７５４，２９ 

４円、当町のそれは６０９，０００円で１５９位(最下位)となっている。 

・平成１５年度、議員報酬２１０，０００円に対して大卒新規職員の給与は 

１７１，５００円・高卒新規職員の給与は１４４，０００円であったが、 

令和６年度の議員報酬は１６８，０００円で、大卒新規職員の２０２，４ 

００円・高卒新規職員の１７０，９００円よりも低い水準にとどまってい 

る。 

 

【委員からの意見等】  

・町村議会議員の報酬が首長の給与の３０％程度というのは、もともと全国 

町村議会議長会「議員報酬のあり方」(１９７８年)により示されたもので、 

それが影響し現在に至っていると考えられる。一方、令和６年度の同会の 

決議においては、町村議会議員の報酬水準は市議会議員の水準を目指すこ 

と、具体的には首長給与の４７％という数字が示された。現在の当町の水 

準を鑑みると、この目標はさすがに高すぎとも思えるが、中長期的には議 

会活動の充実化とあわせてそこを目指していくべきものと考える。 

・地方分権改革の進展により地方公共団体の自由度が拡大し、自主性及び 

自立性の高まりが求められる中、住民の代表機関である地方議会の果たす 

べき役割と責任が格段に重くなっている。それに伴い町村議会議員の活動 

量は増加しているが、一方で議員報酬の水準は３０年以上ほぼ変化のないま 

まで、県議会議員・市議会議員と比べ著しく低い水準となっている、議員の 

なり手不足問題が深刻化しているが、これも要因の一つと考えられるため、 

議会で活躍したいという方を増やすべく環境を整え、議員の成り手不足に対 

応していくことも必要と考える。 

・議員報酬の問題については、どうすれば町民の理解が得られるかが一番の 

課題。議員として現状維持がいいとは誰も思っていない。 

・協議内容を町民に説明する、理解してもらう方策も重要である。 

・以前の議会改革特別委員会でも、町民に議会・議員の活動内容を知ってい 

 ただかないと報酬に関する理解が広がらないということで、広報広聴に力 

を入れようということに至った。その後コロナで状況が変わり思うように 

動けなかったというのが実情である。 

・報酬と定数はどうしてもセットで語られがちで、その場合、様々な自治体 

で結局定数を減らしてその分報酬を増やせばいいという話になってしまう 

ことが非常に多い。まずそこから離れて、報酬はどの程度の額が妥当かい 
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う方向性を示すべきと考える。 

・近隣市町を含む県内で最低、全国の類似団体で比較して１５９団体中１５ 

７位というのは低すぎ。また町長の給料に至っては最下位の１５９位であ 

る。どちらもさすがに見直しの余地があるのではと考える。 

・平成１５年以降、報酬の見直しに至らなかったこともあり、令和６年度に 

おいて議員報酬は当町の高卒新規職員よりも低い水準にとどまっている。 

約２０年間の物価や社会情勢の変化を踏まえてもバランスが悪い。 

・平成１５年時における議員報酬２１０，０００円は、現在の全国の類似１ 

５９団体の平均額２２６，１３８円には及ばないものの、現在の県内町村 

の平均額２１１，７５０円に近似していることもあり、まずは過去の水準 

まで戻すという意味合いも含めそこを目指すのが妥当と考える。 

・仮に今回の報酬見直しが実現したとしても、更なる議会活動の充実とあわ 

せて議員報酬については継続的に協議をしていくことが必要と考える。 

・原価方式での議員報酬の算出については、議員としての活動内容について 

客観的に評価できるよう明確化していく必要がある。また、どこまでが議員 

としての活動なのかを明確にすることは議員の仕事の「見える化」にもつな 

がるため、議員報酬とあわせて継続的に検討していきたい。 

 

【全国町村議長会の決議・要望から】 

■令和６年７月１０日付けの「議会・議員活動の豊富化、議員報酬の適正化 

 に関する決議」においては、議員報酬の目指す水準について「地方自治に 

おける議会の重要性を考えた場合、全国の町村議会が一定水準以上の活動 

をし、議員報酬の水準を確保していくことが重要である。このため、各町 

村議会の活動内容を充実し、住民の理解を得て、市議会議員との均衡を踏 

まえ、町村長の給料月額の４７％程度を目指すこととする。」とされた。 

■令和６年７月の令和７年度国の予算編成及び施策に関する要望中、「Ⅰ議 

 会への多様な人材参画」の２「低額な議員報酬の改善」において、以下の 

 ように要望がまとめられている。 

（１）町村議会の議員報酬はそれだけでは生計を維持できないほどの低水 

準であることから、長との権衡を考慮して定めることを地方自治法に 

規定すること。 

（２）議員報酬の改善に伴う議会費の増額が町村の行財政運営に影響を与 

えることがないように財政措置の充実等の環境整備を図ること。 

（３）議員報酬を検討するに当たって、町村長が特別職報酬審議会の意見 

  を聴く場合は、審議会の運営等について、次の事項に留意するように、 

町村に周知すること。なお、これに伴い、「特別職の職員の給与につ 
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いて(昭和４３年１０月１７日自治給第９４号自治省行政局通知)」は 

見直すこと。 

①審議会委員には議会の活動状況を把握している者を選任すること。 

②議会側に意見陳述の機会を付与すること。 

③議会・議員の活動状況を単に審議日数のみで捉えることなく、住民 

 との対話や日常の議員活動など活動量や活動内容を踏まえ検討する 

こと。 

④類似団体や近隣町村との単純な比較のみにより議員報酬の水準を決 

定しないこと。 

⑤議会費の総額ありきの考え方から議員報酬を増額する代わりに議員 

定数を安易に削減することのないようにすること。 
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５ 参考資料 

【近隣市町及び過去との比較】 

■当町においては平成１４年度まで定数１６名、報酬２１０，０００万円であ 

ったものを平成１５年度よりより定数は４減、報酬は２０％削減となり、 

以後見直しされることなく現在に至っている。尚、町長をはじめとする特別

職の報酬も同様に見直されていない。 

■結果、令和６年度においては近隣市町との比較においては、当町の議員報酬 

は南伊豆町と並び最も低い水準である。 

 
 

【議員報酬と職員等給料の比較】 

■平成１４年度、議員報酬２１０，０００円に対して大卒新規職員の給与は 

１７１，５００円・高卒新規職員の給与は１４４，０００円であったが、 

令和６年度の議員報酬は１６８，０００円で、大卒新規職員の２０２，４０ 

０円・高卒新規職員の１７０，９００円と比較しても低い水準にとどまって 

いる。 

 
 

 

 

 

 

 

令和６年６月２０日現在

議長 副議長 委員長 議　員

河津町 6,467 10 295,000 225,000 211,000 202,000 R6年4月1日から報酬改正

南伊豆町 7,405 11 245,000 187,000 175,000 168,000

松崎町 5,727 8 273,000 208,000 187,000 187,000

西伊豆町 6,737 10 273,000 208,000 195,000 187,000

下田市 19,504 13 350,000 315,000 290,000 290,000

東伊豆町 11,190 12 240,000 184,000 178,000 168,000

東伊豆町
（Ｈ１５）

15,445 16 300,000 230,000 223,000 210,000
H15年4月1日から現在の報酬（20%減）
H15年5月の選挙後から現在の定員
H15年3月31日現在の人口

※人口は各市町ＨＰから引用

議員報酬（円）
自治体名 人口（人） 議員定数 備　考

議　長 副議長 委員長 議　員 町　長 副町長 教育長 大　卒 短大卒 高　卒 一般行政職 技能労務職

東伊豆町
（Ｒ６年）

240,000 184,000 178,000 168,000 609,000 522,000 462,000 202,400 191,800 170,900 312,549 226,072

東伊豆町
（Ｈ１５年）

300,000 230,000 223,000 210,000 675,000 579,000 513,000 171,500 155,000 144,000 － －

職員平均月額

（単位：円）

新規職員議　会 ３　役
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【県内町村との比較(議員報酬)】 

■近隣市町との比較と同様、当町の水準は最も低い。 

■県内町村における議員報酬の平均値は２１１，７５０円となっている。 
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【令和５年度人口１０，０００～１５，０００人規模の町村一覧】 

■人口規模が類似した自治体(人口１０，０００～１５，０００人)は全国で 

 １５９団体あり、議員報酬の平均は２２６，１３８円、当町の議員報酬は 

 １５９団体中１５７位となっている。ちなみに町村長の給料は平均で７５ 

４，２９４円、当町のそれは６０９，０００円で１５９位(最下位)。 
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以 上 


